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について行われた研究は非常に少なし」そこで本研究は 423 人の在宅要介護老人を対象に行った 5 年間の追跡結果
に基づいて，在宅要介護老人の死亡率に対する住宅条件の影響を明らかにすることを目的として実施したものであるO
(対象および方法)
大阪府八尾市(人口 28 万人)において老人クラブの訪問面接によって把握された 450 人の在宅要介護老人を対象
として 5 年間の追跡調査を行った。なお，本分析では IADL 程度」または「住宅条件」について回答が得られなかっ
た 27 人を除外し， 423 人の在宅要介護老人を対象とした。 1983 年 12 月に初回訪問を行い，次の項目， I性J I年齢」
「配偶者の有無J I同居家族数J I日常生活動作能力 (ADL) 程度J I祷磨の有無J I記憶障害の有無J I要介護の原因」
「受診の有無J I在宅での介護の見通しJ I住宅条件」について調査を行った。住宅条件については， I浴室の有無」
「専用部屋の有無J I便所の使いやすさ」の 3 つの条件をすべて備えた場合は住宅条件が「良い」とし， 3 つの条件の
うち 1 つでも欠けると住宅条件が「悪い」として分析を行った。 ADL 程度の解析においては「食事J I入浴J I更衣」
「歩行」の 4 項目について，それぞれ介助不要の者を 1 点，一部介助の者を 2 点，全面介助の者を 3 点として評価し，
合計点数を算出した。合計点数が 4 ，.....， 6 点である老人をADL 程度が「高いJ. 7 ，.....， 12 点である老人を「低い」の 2 段
階に区分し，分析を行った。
5 年間のデータを用いて life table 分析法により計算された423 人の 5 年間の累積生存率を上記の項目別に比較
し有意差を logrank test により検定した。累積生存率に有意差のある項目を独立変数として logistic regression 
分析を用い，それぞれ 1 年間， 3 年間， 5 年間の死亡率について odds 比を求めた。
(結果)
1 )本分析対象者の特性
初回訪問調査により次の結果が得られた。 423 人の対象者のうち男が 39.0 %，女が 61. 0 %，平均年齢は 80.8 歳，
80 歳以上の老人が 62 .4 %であった。要介護の状態になった主な原因疾患は脳卒中 2 1.7 %，骨折 1 1. 6 %，リウマチ
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20.3 %，心疾患 9.2 %，老衰 29.1 %，などであったo ADL 程度が「低い」と判別された老人は 51. 5 %，在宅での介
護が「困難」とされた老人は 47.0 %を示した。また，住宅条件が「悪い」とされた老人が 48.2 %を占めていた。
2) Life table 分析法にみた住宅条件の影響
423 人の対象者の 1 年間， 3 年間， 5 年間の累積生存率は，それぞれ 76.5 %, 44.4 %, 27.9 %であった。 5 年間の
生存率が有意に高かった項目は，性では「女j，年齢区分では 180 歳未満j ， ADL が「高い j，祷療が「ない j，在宅
での介護が「可能j，浴室が「ある j，便所が「使いやすい」であった。更に， 1性j 1年齢j IADL 程度j 1介護の見通
し」のすべての項目の各区分において，住宅条件の「良い」老人の生存率が高い傾向を示した。特に， 1女j ， 180 歳
未満j ， ADL が「高いj，介護が「可能」の区分について有意の差がみられた。
3) Logistic regression 分析法にみた住宅条件の影響
「性j 1年齢j 1祷痛の有無j 1介護の見通しj 1住宅条件」を独立変数，老人の予後を目的変数として行った logistic
regression 分析の結果，老人の死亡率に有意の関連を有した変数はそれぞれ， 1 年間では IADL 程度j ， 3 年間では
「性j 1年齢j IADL 程度j ， 5 年間では「性j 1年齢j 1住宅条件」であった。 IADL 程度」は観察期間が長くなるほ
ど死亡率に対する odds 比が減少する傾向がみられたのに対し， 1住宅条件」では増加する傾向がみられた。「祷痛の
有無j 1介護の見通し」については有意の関連がみられなかった。
(総括)
1.大阪府八尾市において老人クラブの訪問面接によって把握された在宅要介護老人423 人について， 5 年間の追跡
調査を行った。
2. 在宅要介護老人の 1 年間， 3 年間， 5 年間の生存率はそれぞれ 76.5 %, 44.4 %, 27.9 %であった。老人の 5 年間
の生存率には性，年齢， ADL 程度，祷磨の有無，在宅での介護の見通しおよび住宅条件がそれぞれ有意の関連を有
していることが示された。
3. 在宅要介護老人の短期死亡 (3 年間まで)には，性，年齢， ADL 程度，長期死亡 (5 年間)には，性，年齢，住
宅条件の変数が有意の関連を有していることが明らかになった。





の在宅要介護老人 423 人を対象に 5 年間前向きに追跡調査を行い，要介護老人の死亡率に対する住宅条件の影響を明
らかにすることを目的に実施したものであるO
その結果， life table 分析で求められた対象者総数の 1 年間， 3 年間， 5 年間の累積生存率はそれぞれ 76.5 %, 
44.4 %, 27.9 %であったo 住宅条件別にみた要介護老人の累積生存率は住宅条件の「良い」群が「悪い」群に比べ有
意に高く， 5 年間の累積生存率は 34.3 %, 21.0 %であった。さらに老人の身体条件および家庭の介護力の区分別に求
められた 5 年間の累積生存率についても，住宅条件別に有意の差が認められた。
多重ロジスティック回帰分析によって，在宅要介護老人の 5 年間の死亡について，性，年齢， ADL の影響について
補正を行った結果，住宅条件が「悪い」群の「良い」群に対する odds 比は1.80 で有意に高値を示した。
以上の結果は，住宅条件が要介護老人の死亡率に影響を及ぼす要因のひとつであることを示唆しているO 本研究の
成果は，今後在宅要介護老人のケアシステムの推進において，重要な知見を与えるものであり，学位に値すると判断
される。
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